
-
リスクマネジメントと
クライシスマネジメント

--------

住民の命を守ることは、地方行政として一番大
事なことです。残念ながら、熱海の豪雨災害では
死者が26名、行方不明者１名という大きな被害が
発生しました。こういう悲劇を二度と起こさない
ようにするためにどうしたらいいのか、そして災
害が起こった後、どう対応すれば被災住民の気持
ちを少しでも和らげられるか。そういったところ
を、お話しさせていただきます。
まず、熱海の豪雨災害への対応の総括です。ク
ライシスマネジメントとリスクマネジメントとい
う言葉があります。リスク、ハザード、クライシ
スという言葉をゴルフに例えると、ハザードはバ
ンカーや池、リスクはハザードにボールを打ちこ
み、その後何かの問題が生ずる危険性です。クラ
イシスは、実際に池やバンカーの中にボールが入っ
てしまった状況です。何か手を打たなければ破局
に至るような、極めて不安定な状態をクライシス
と言います。
熱海の例でいうと、不適切に工事がされた盛土
の存在がハザードです。この盛土が崩壊し土石流
が発生する恐れがあることがリスク、これは将来
の話です。そして、実際に土石流が発生して迅速
に救命救助しなければ救える命も救えない状況、こ
れがクライシスです。
災害の事前対応がリスクマネジメント、事中・
事後対応がクライシスマネジメントです。このう
ちクライシスマネジメントについては、熱海では、
ある程度できたかなと思います。備えとして組織
力と現場力をずっと磨いてきましたが、それが役
に立ちました。もちろん反省点もいろいろありま
す。一方リスクマネジメントは、災害の発生を防

げなかったわけですから完全に失敗です。過去の
行政対応を検証中です。

変更届出の段階で虚偽申請
実際の盛土量はその２倍以上

熱海の事例で何が問題だったかというと、静岡
県土採取等規制条例に基づく盛土の届出です。事
業者からの届出書では、標高365mから380mまで
15mの高低差の斜面に盛土をするという計画で、
盛土量は36,640㎥となっています。盛土は高さ
15m以内にするというのが原則で、また15m分を
一気につくるのではなくて、５mごとに積むのが
基本です。下にしっかりした土留めをして、排水
溝を入れます。
届出は県の条例にもとづきますが、市に権限が
移譲されているので熱海市の事務になります。災
害後の調査で標高380mまでだと、地形上盛土量は
最大でも8,500㎥しか入らないことが分かりました。
申請段階から36,640㎥と虚偽の申請がなされていま
す。そして実際の盛土は、高さは届出書の４倍以
上、盛土量も２倍以上。365mから420mまで積まれ
て、盛土量は75,000㎥です。そのうち崩壊土量が
55,000㎥で、排水施設ほぼなし、盛土下端の土堰堤
もほぼなしという状況です。これをつくらせてし
まった時点で、リスクマネジメントは失敗です。
７月３日に何が起きたかというと、盛土がなさ
れていた標高365～400mあたりから約２kmにわた
り、逢初川に沿って土砂が流れ下ったのです。市
街地を抜け東海道新幹線・東海道本線のガード下
をくぐり、国道135号が寸断され、一部は海岸沿い
の有料道路（熱海ビーチライン）まで到達してい
ます。新幹線のガードの桁まで土砂が来ており、あ
と高さ10cmほど泥流が多ければ新幹線が止まり、
大惨事になっていたかも知れません。

大規模災害から地域を守る
～静岡県熱海市の豪雨災害から学ぶ～

市町村長・管理職特別セミナー～自治体経営の課題～・地域経営塾
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vol.1418



-
結果論としては行政代執行で
防ぐことができた災害

--------

逢初川はふだんは幅1.5m、つまり小川です。こ
れに対して実際に発生した土石流の幅は、広いと
ころで100mぐらいあります。なぜこんなことが起
きたのか、最初は全くわかりませんでした。
最大の問題は違法の盛土があったことです。当
該事業者はここだけでなく市内10か所くらいで違
法行為を繰り返しています。結果論ですが、最悪
の事態を想定して、行政代執行で盛土を除去しよ
うと思えば制度上はできたと思います。しかし
やっていません。その費用は１㎥あたり２万円と
すると、60,000㎥で12億円。12億円あれば危険を
除去できたんですが、未然防止のために12億円の
支出を決断するのは大変難しいことです。ですが、
死者26名・行方不明者１名という事実からすれば
12億円の意味というのはわかると思います。

-
常に最悪の想定をして
初動全力を心がける

---------

一般論ですが、危機時のリーダーの行動の原則、
危機管理の原則として最も重要なのは次の３つだ
と思っています。①最悪の想定、②初動全力、③
“絶対ない”とは“絶対言わない”。
①は、東日本大震災で有名になった「津波てん
でんこ」がわかりやすいと思います。最悪を想定
して、ハザードマップでは津波が来ない高さまで
駆け上がってもなお津波が来るんじゃないかと考
える。そういった心がけが大事です。②は、ここ
ぐらいで大丈夫と思わず、とにかくもっと上に行
けそうなら行けるところまで逃げる。それが初動
全力です。③は、技術者でも「こういう構造物は
絶対壊れない」とか「ここまでは水は絶対来ない」

と言う人がいます。もし職員でそういうことを言
う人がいたら、その人は信用しないほうがいいと
思います。
「甘い想定で始めて、次々に状況が厳しくなると
その都度、場当たり的に戦力を注ぎ込み、全戦全
敗する。そのときになって、こんなことは想定し
ていなかったと唇をかむ」というのがよくある失
敗のケースです。こういうことに決して陥らない
ようにするのが、トップリーダーの最も大事な使
命だと思います。災害だけではなくて、コロナで
あったり、失敗すると大きな損失につながるもの
への対処全般が危機管理です。
さらに行政機関においては、次の３点が重要で
す。①積極的な情報収集と開示、②不十分な状況
下での決断、③組織の組織化。

-
正解のない問題を解く力と
住民に寄り添う感性が大切

----------

災害時の行政対応には正解はほとんどなく、限
られた、しかも刻々と変わる情報のもとで臨機応
変に、より適切と考えられる方法を選択・実行す
ることが大切です。それができるように、日ごろ
から備えておくわけです。社会は、行政にも科学
にも正解を求めがちです。事前に何が正解かはわ
からないので、とにかく及第点をとっていかない
といけない。したがって、正解のない問題を解く
力というのが非常に大事になってきます。
もう一つ、被災者の心とまなざしを感じる感性
です。問題を解く技術が高ければそれでいいとい
うものではなく、住民の気持ちに寄り添えるかど
うか、住民目線になれるかどうか、その辺の感性
が非常に求められると思います。
危機管理における地方行政組織の弱みと強みに
ついても改めて確認しておきます。知事は「静岡
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県は防災先進県」と言っています。静岡県で死者
行方不明者10名以上の自然災害は、今回の熱海が
1982年９月以来40年ぶりのことです。各市町の職
員は、在職期間中に一度も大規模災害を経験しな
いのが一般的で、そのほうがいいわけです。しか
し、残念ながらあのような災害が起きた場合、多
くの職員は経験がありません。したがって、日ご
ろから訓練で備えるとともに、他県の被災地への
派遣などによって実践経験を積むことが重要です。
県庁や市役所は自己完結型の組織ではありませ
ん。自己完結型組織とは、他者に頼ることなく、自
分の組織内だけで仕事が完結できる組織のことで
す。県庁は、車両や無線通信システムを持ってい
る程度で、災害復旧のための装備はほとんど持っ
ていません。これは市町も同じだと思います。他
の実行組織と連携しないと何もできないというの
が実態です。地方行政の強みはというと、地域事
情を知る総合行政機関だということです。総合行
政機関としての総合力を発揮できるか否かで、大
きく結果が異なります。

-
不十分な初期情報のもとでも
決断するのが有事のリーダー

--------

県も市町村も、平時において様々な問題に対応
できるように組織編成がされているはずです。で
すが災害が発生したときは、平時とは異なる仕事
が発生するため、モードを切り替えないといけま
せん。ところが有事になっても、行政組織という
のは危機管理部門を除いて、全体としては有事
モードに切り替わらないことが多いのです。
静岡県でも他県へ災害の応援に行くことがあり
ますが、「あれ？」と思ったと言う職員がいます。
「どこどこに行ったけど、そこの組織が全く平時な
んです」と言うわけです。外から行った人間は、あ
れとこれをしないといけないと思っているけれど、
相手側がさっぱり動かないということがあります。
有事モードに切り替えた組織に再編しないと動か
ないということですね。
有事の場合でも、発生からある程度時間が経過
して被害の全体像が把握できた時点なら、確度の
高い情報にもとづいた決断ができるので、あまり
間違うことはありません。しかし災害発生直後は、
情報量が決定的に違います。初期情報が入ってき
ますが、それはごく一部で、場合によっては間違っ
た情報かも知れません。不十分な初期情報をもと
に、被害の規模を推定するわけです。これが、最
初にリーダーがやらないといけない仕事です。
「平時の組織は巧遅を好む」と言われます。平時

はとにかく情報を集めて、ゆっくり細かく分析し
て、遅くてもいいから最適な判断をしろというこ
とです。これに対して、「有事の拙速は巧遅に勝
る」。有事は、遅かったら手遅れになります。だか
ら不完全な情報の中でも、拙速に判断しないとい
けないのです。初期情報だけで最悪の想定がどの
ぐらいできるか。もう少し情報収集してから動こ
うなどと考えていると手遅れになってしまいます。
正解にならなくても、不十分な情報下で決断でき
るかどうかが、リーダーである首長に求められる
一番大事なポイントになります。
発災から少し時間がたった段階でも、被害の全
体像をつかめていない可能性があるし、二次災害
で被害が拡大していることがあります。情報が錯
綜し、時間の経過とともに状況は変化しますから、
逐次変化する情報下でどのように決断するかも、有
事のトップリーダーに問われることになります。

-
勘・経験・思いつきを重視する
KKOは失敗のもと

--------

事後対応が成功するかどうかについてです。事
前の備え、それから発災後に情報の収集・分析を
して、現況や将来を想像し、決断をして、現場を
動かして、外部に対して説明をする。こういう流
れになると思います。情報の収集・分析の段階で
よくある失敗は、KKOです。勘、経験、思いつき
を重視して、「経験上俺はこう思う、だからこうに
決まっているだろう、こうやれ」というパターン
です。
現況・将来の想像力という点では、「そんなこと
になるわけないだろう、何をそんな大げさに考え
ているんだ」と甘い想定をするのもいけません。決
断のところでは、「大したことないから、まあこの
ぐらい送っておけばいい」という戦力の逐次投入。
実際に行ってみたら大変なことになっていたとい
うことがあります。
よくあるのは正常性バイアスです。「私は慌てな
い、災害時になっても慌てない私は偉い」というよ
うな人が結構います。平時モードが有事モードに変
わっていません。現場は必ずバタバタとなりますが、
「何を慌ててるんだ」と言うような首長もいます。こ
ういう姿勢だと、だいたい失敗します。また現場で
は、バラバラの行動や縦割り、部分最適ではなく、
組織化・システム化することが大事になります。
有事に大切なのは「組織の組織化」です。地方
自治体の組織はほとんどが平時対応の組織ですか
ら、有事になったら組織を再編する必要がありま
す。平時とは違う仕事が発生するし、災害の内容

vol.14110



も想定とは違います。我々も津波に対する訓練は
よくやっていますが、今回の熱海の土石流のよう
な災害を想定して訓練をしたことはほとんどあり
ませんでした。想定外の災害にも対応できるよう
に、その状況に応じた組織の組織化が重要です。
有事の際は全員参集しているとは限らないので、い
る職員だけで新しいチームをつくる必要があります。
組織の組織化には２つあって、自らの組織の組
織化と、他の組織との連携による組織化です。県
も市町も、消防や警察と違い現場で救助作業をす
るための実行力を持ってないので、他の組織に頼
らなければなりません。他の組織も含めて、どう
いうふうに組織化する必要があるかを考えないと
いけません。

-
県は側面的支援が基本だが
実際の現場では流動的

--------

組織の役割も、時間の経過に応じて変わります。
熱海の災害における県庁の役割の時間的変化でい
うと、被害の状況を把握し捜索活動を支援をする。
それから被災者や市の支援。現場に行くのはあく
まで捜索部隊であって、県は側面的支援です。被
災者対応は市になります。熱海の例では県と市が
非常によい連携をして取り組んだと思いますが、市
と県の役割分担は実は曖昧なのです。
災害対策基本法によれば、市町村は基礎的地方
公共団体として、住民の生命、身体等を災害から
保護するため、災害応急対策及び応急措置を実施
する責務を負います。県は直接の責任を負ってお
らず、市町村の事務や業務の実施を助け、かつそ
の総合調整を行うことになっています。例えば広
域災害が起きたとき、Ａ市とＢ市と連携して何か
やるようなときは、県が調整のために出ていくと
いうことがあります。
今回は熱海市で起きた単独災害ですから、県は
あくまで市を助ける役割です。とは言っても、現
場が動かなかったら何にもなりません。静岡県の
地域防災計画には、県は発災後、直ちに専門技術
を持つ人材等を活用して、それぞれ所轄する施設
の応急復旧を速やかに行うと書いています。これ
をよく読むと、市町に代わって何かやれという感
じにはなっていません。なので、皆さんの市町で
何か起きたときに、県がどういう役割を担うかは
県ごとに違うと思います。
今回の土石流災害は、土木的な災害ですので、
地元の自治体の中に土木系の技術者が何人いるか
が大事です。静岡県の自治体の中でも、土木系の
技術者ゼロというところがあります。熱海市の場

合は温泉施設がありますので、土木や建築の技術
者がいますが、それでも10名程度です。中には１
人もいない市町もあります。こういう土木的な災
害では、技術系の人材が非常に重要になります。
技術系の場合は施設の管理などがあるので、日
常的に現場を見ています。ところが事務系は、災
害が起きないと現場での災害対応事務が発生しま
せんから、現場経験が不足しています。静岡県の
場合は危機管理部があり職員を置いているので機
能しますが、市町は危機管理部門を持ってないと
ころもあります。そのときにどうやって有事組織
をつくるかは、大きなポイントになると思います。

捜索活動を始める前に
二次災害の危険性を確認

当時、実際に起きたことを整理してみたいと思
います。逢初川の土石流の第一波・第二波ですが、
川沿いに赤い家があって、その横に水がしぶきを
上げて落ちてくる映像がテレビで流れました。こ
の発生時刻は10時55分です。県は12時にSNSで映
像を見て、大変だと即座に自衛隊へ派遣要請しま
した。初期情報はこのSNSの映像だけです。これ
を見て、どのぐらいの災害になるのかを想像しな
いといけないのです。自衛隊派遣案件かどうかな
ど、その辺を即断するのが大事になります。
実は、本当の初期情報はほかにありました。実

際は10時31分、第一波が住宅街の入口付近まで来
たのは10時28分頃ですけれども、それより前にど
ろーっとした土塊が流れて止まっています。先ほど
の赤い家まで来たのが10時55分で、これが第一波
のように見えましたが、実は第二波だったのです。
土石流が起こった７月３日の夕方に、地元の測
量会社が雨と霧の中で撮影した源頭部のドローン
映像を見ると、大規模な崩落があるのがよくわか
ります。その直前、６月30日に撮影した映像があ
ります。そこには水源がなくて、段々になって草
が生えている斜面だけです。これを見て災害が起
きそうと思えるかどうか。私自身土木技術者です
が、これが崩落するとは思いません。なぜなら、普
通こういう状態で盛土はしないからです。こうい
う段々の状態になっているときは切り盛りです。
山で土を採取したり石を切ったりすると、このよ
うに段々になります。山を削ってこういうふうに
したんだろうな、非常に硬い地盤だからきっと落
ちないだろうと判断します。ところが実は、2011
年頃に盛土がされた場所でした。10年前というこ
ともあって、県も市もこの場所の危険性について
認識していませんでした。
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捜索活動は、当日は悪天候でほとんどできませ
んでした。翌日の４日朝６時から捜索活動をする
のですが、上流部がどうなってるかわからないと
活動ができません。二次被害が起きる可能性はな
いか。捜索活動を始めようと思ったら、上流部の
状態を確認するというのが、一番最初にやらない
といけないことです。

-
三次元点群データの解析で
盛土の存在を確認

--------

県には、県庁内外の有志による点群サポート
チームというのがあって、県内の地形の三次元点
群データを活用する活動を行っていました。三次
元点群データというのは、ある場所をレーザスキャ
ナで測量してⅩＹＺ＝緯度・経度・高さの三次元
座標軸で押さえたデータの集合体です。静岡県で
は2019年から、全国で初めて県内全域の高精度三
次元点群データを蓄積していたので、点群サポー
トチームがそのデータと2010年に国土交通省が取
得したデータを比較して解析しました。結果、2010
年―2019年の間には盛土が造成され、それが今回
崩落したのではないかということがわかりました。
７月４日０時５分のことです。
７月４日の朝６時が捜索活動の開始予定でした
ので、その前の５時から私を含む４人で上流部（川
の源頭部）付近を歩き、再崩落が起きそうかどう
かを確かめました。その結果、６時直前になりま
したが、すぐには崩壊しないので捜索活動を下で
やっても大丈夫という決断をして、捜索機関に伝
えています。
それでも、新幹線も東海道本線もあり、万が一
再崩落したら大惨事になりかねませんから、源頭
部付近に県職員２人を置いて、監視することにし
ました。夜になると肉眼では見られないので、国
交省に照明車と監視カメラをその日のうちに持っ
てきてもらい、24時間監視をしました。６時の捜
索活動開始前にこの決断をしないと捜索活動がで
きません。たまたま私が技術者でかつ副知事とい
う立場だったので、専門知識と使命感もあって現
場に行き、大丈夫だと決断しました。

-
発災から58時間後に
安否不明者の氏名を公表

--------

安否不明者の公表については明確な決まりはあ
りませんが、普通は都道府県が公表することにな
ります。安否不明者名を迅速に公表した例は少な
く、５日後ぐらいに公表して早いと言われていま
した。捜索活動を効率化しようと思ったら、安否

不明者を絞り込まないといけません。今回はこの
不明者がなかなか特定できませんでした。そのた
め発災44時間後に、早期に公表するという決断を
し、2021年７月３日10時30分の災害発生から58時
間後の７月５日20時30分に安否不明者名を公表し
ています。発災後72時間までが人命救助の大事な
時間ですから、それよりできる限り前に公表が必
要だと思います。
また、県は、国土地理院や内閣府にもご協力を
いただいて捜索マップを作成しました。流されて
完全になくなっている家と、被害は受けたけれど
残っている家を調べ、それぞれ住戸番号をつけ、一
戸一戸に住民基本台帳等を組み合わせて誰が住ん
でいたのかを特定しました。そこに安否不明者の
名前を入れます。そうすれば、安否不明者の内、こ
の人はここに住んでいたというのがわかります。捜
索機関は、安否不明者の家はここなので、この家
の中かその周辺を先に探すということが可能にな
ります。捜索を側面的に助けるため、県はこうい
うことをやりました。ただし、これはこの災害規
模だからできた話です。

-
二次災害防止と捜索活動の
安全確保が何より優先

--------

有事の際は、必要な情報をどうやって収集・公
表するのかが極めて大事です。熱海の事例で、初
動時に行うことは何かというと、二次災害の防止
と捜索活動の安全確保、そのための情報収集を県
はしっかりやるべきです。それから、家族や関係
者の不安を解消するため、二次災害の可能性や安
否不明者に関する情報を公開することです。後で
もいいことは、発生原因の解明・究明です。
少し前後しますが、安否不明者の公表がなぜ大
事かを改めてご説明します。発災後速やかに安否
不明者の氏名等について確度の高い推定をしない
と、まず災害規模がわかりません。救援のために
どのくらいの規模の人数を送り込んだらいいのかが
わかりませんので、これは重要です。それから捜索
箇所の効率化や、家族・友人等の安否に関する不
安の軽減にもなります。公表が遅れがちになるのは、
何で名前を出したんだという人が必ずいるからです。
トップの川勝知事と熱海の齊藤市長は、情報は
全部出せ、一切隠すなという方針でした。情報を
出したことの批判は後で受けてもいいとトップが
言っているので、事務方は安心して出せます。ク
レームがあったら、それは市長に対応してもらえ
ばいい。「ご無事なのにあなたの名前を出してし
まってごめんなさい」と謝れば済む話ですから。人
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の命を救うことが大事です。

-
安否不明者公表に際しては
DV被害者でないかの確認が必須

-------

公表は県がしましたが、実際の作業をするのは
熱海市です。住民基本台帳等で被災した家に誰が
住んでるかを特定し、安否確認ができた方をリス
トから除いていきます。それから警察は、通報を
もとに、安否不明者かどうか確認する作業をしま
す。加えて、DV被害等で所在を秘匿する必要があ
る人の名前は公表できません。DV等の問題に対す
る確認作業は、熱海市も迅速に行いました。警察
は、通報してくれた人に電話をし直して、公表し
ていいかどうかを確認しています。
今回の事例を踏まえ、静岡県は発災後48時間以
内に安否不明者の氏名を公表するという方針を発
表し、県内の市町に通知しています。今後県内の
市町と連携し、こういう災害が起きたときに、ど
ういう方法で安否不明者を特定して公表するかと
いう訓練をしようと思っています。
行政機関は自分のリスクを回避して捜索機関に
負担をかけていないか、しっかりと見極める必要
があります。自分たちは安全な高みにいて、批判
を恐れて情報開示を躊躇しがちです。それで誰が
困るかというと、捜索機関です。行方不明者がい
ないのに、何日も現場で泥まみれで捜索をすると
いうことになりかねません。

-
徹底した情報公開と
第三者による原因究明

------

今回の反省点は、事後の現場対応はそれなりに
できたのですが、事前のリスクマネジメントが悪
かったことです。盛土の規制については神奈川県
と静岡県でかなり違います。神奈川県は許可制で
違反に対しては２年以下の懲役と100万円以下の罰
金。静岡県は届出制で20万円以下の罰金です。そ
うすると何が起きるかというと、神奈川県の土砂が
規制の弱い静岡県にやってきてしまいます。ですの
で、いま条例の改正をしています。悪質な業者は、
法令逃れですとか、県・市の対応をすり抜けるた
めにいろんなことをやります。様々な想定をしてど
んな事態にも対応できるよう、条例の検討をしてい
ます。
この盛土の問題について、前所有者と現所有者が
住民から訴えられています。この先、県と市も訴え
られる可能性はあると思います。それを恐れて情報
を隠し、自分たちの責任逃れをするというやり方はし
ないということで、知事と市長が一致していますか

ら、県と市で8,000ページぐらいの公文書の情報開示
をしています。もう全部見てくださいということです。
現在、なぜ盛土が崩壊したのかというメカニズ
ムの検証と、行政対応は適切だったのかという検
証の両方をやっています。どちらも第三者による
検証で、行政対応については弁護士や学識者の行
政対応検証委員会を設置して評価をしてもらいま
す。こうした検証をやらないと、犠牲になられた方
のご家族や被災者の気持ちは収まらないと思いま
す。あの違法な盛土が放置され、結果として26名
の方が亡くなり、１名が行方不明です。それに対し
ては言い逃れはできません。情報を洗いざらい出
し、検証も徹底してやるという方針です。

-
各部局がやっていること・
やるべきことリストを作成

------

静岡県では、県民の命を守ることが県政の第一
とずっと言っていますが、それは市町も同じです。
そのためにはトップの考え方と組織の技術力が重
要ですので、組織力と現場力を磨いていく必要が
あります。真に組織が機能するように実践するこ
とが大事だと思います。
発災３日後の７月６日、県では総合行政機関と
して各部局がやっていること、市の仕事も含めて
やるべきことリストを危機管理部がつくりました。
いま何をやらなきゃいけないかを洗い出し、それ
に対し担当部局を決めて、担当部局でチームをつ
くって対応するためです。これによって、県庁内
での情報共有と、対応の漏れやダブりが確認でき、
関係機関や組織の連携、組織の組織化が促進でき
ました。そして、ほかの部局がこんなことやってい
る、自分にも何かできることがあるんじゃないかと、
主体的に考え行動するための土俵ができました。
この「やっていること・やるべきリスト」です
が、毎日定時に記者発表をしました。災害時に記
者は忙しい担当者のところに来て、「何か情報な
い？」と聞きます。そうなると現場の災害対応に
影響がでるので、毎日14時とか15時に今日までの
ことを発表します、ということにしました。
記者発表については、人によって言うことが変
わると混乱するため、副市長ならずっと副市長と、
同じ人が対応するのがいいと思います。質問には
最後まで答えるということも大事で、それは行政
の逃げない姿勢を見せることになります。私も７
月７日から15日まで、記者会見をずっと立ったま
まで計15時間、記者の質問がなくなるまで全部答
えました。そこまでやれば、行政は隠していない
し真摯に対応していると感じていただけます。
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